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はじめに
　「子育て支援」の必要性が叫ばれ、社会的に
もその必要性が認知されている今日、「子育て
支援」という言葉には、二つの側面があるよう
に思われる。一つは、「少子化対策」の際に用
いられる「子育て支援」と「親としての子育て」
を支援する際に用いられる「子育て支援」であ
る。本論では、この「子育て支援」について、
二つの側面からその背景と取り組みを取り上
げ、「子育て支援」の今後の展開について検討
する。
第1章　「子育て支援」の2つの側面
1．子ども家庭福祉及び子育て支援の対象から
　　見た子育て支援
　従来、子育て支援として捉えられてきた内容
は、保育サービスを中心に子ども家庭福祉の一
分野として展開されてきた。柏女霊峰は、新た
な子ども家庭福祉の動向として、4つの施策と
意義を取り上げており1）9その動向から「子育
てを私的な出来事ととらえて支援や介入を控え
る考え方から、子育てを社会的な出来事ととら
えて必要な社会的支援と介入を行う方向へと転
換」2，していると指摘している。この新しい
子ども家庭福祉のキーワードを「子育て家庭支
援」と「子どもの権利保障」であるとしている。
子育て支援という取り組み自体は、決して新し
いものではないが、今日その必要性がさらに高
まっていることとその子育て支援が子どもの権
利保障と表裏をなすものであることを示してい
る。つまり、子どもの最善の利益を尊重したう
えで、その目的達成のために子育て支援が欠か
せない現状となっているのである。
　山縣文治は子育て支援サービスの対象として
4つの分野を掲げている3）。一つ目は「子育ち」
の支援である。これは、基本的な視点として子
どもの成長発達を支援することを意味してい
る。親や社会からの権利侵害などに対する権利
擁護システムもこの領域にあてはまる。二つ目
は「親育ち」の支援である。親になるために必
要な社会の支援を意味している。従来から対応
してきた「保育に欠ける」子どもへの支援をす
ることで社会人としての親のあり方を支援する
ことなどが含まれるが、今日では、一時保育な
ど親が親として、また一社会人として、あるい
は女性としての自分を取り戻すことで生活を豊
かにすることのできるサービ不も含まれてい
る。三つ目は、「子育て・親育て」の支援であ
る。子育てをする親を「育てる」支援が必要と
されている今日、親としての成熟を高めること
を支援するものである。そして、四つ目は「育
む」環境への支援である。先に挙げた3つの支
援が存在する家庭や地域社会が、子どもの育ち
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を支援する機能的kL　IUIとしての存在を支援する
ことを示している。
　これらの4つの子育て支援サービスの対象を
まとめて、子育て支援の対象としているが、4
つの対象が挙げられるということは、そのどこ
に焦点を合わせるかによって子育て支援が意味
する内容が少しずつ変わってくるといえる。
2，保育サービスの内容から見た子育て支援
　子育て支援の中心的なサービスとして捉えら
れてきた保育サービスは、社会の要請とともに
その役割を展開してきた。山縣は、保育サービ
スの展開を4つの時期に分けて捉えている4）。
戦後処理の時代から、高度経済成長期を支える
ための保育サービス、就労を通じての女性の自
立支援めための保育サービスへと転換していく
なかで、従来の保育サー一ビスに加えて2つの方
向性で特別保育事業が展開されるようになって
きた。一つは、「保育に欠ける」ヒ子どもを対象
とした基本的保育サービスに上乗せする形での
保育サービスである。具体的には、延長保育、
乳児保育、休日保育といったサービスである。
もう一つは、「保育に欠けない」子どもを対象
とした、どちらかといえばその保護者を対象と
した横出し型のサービスである。一時保育、地
域子育て支援センター事業、保育所地域活動事
業の一部等が該当する。この上乗せ型のサービ
スと横出し型のサービスのそれぞれの側面から
保育サービスが展開されてきた（図1）。この
図全体の取り組みを、保育サービスにおける子
図1，保育サービスによる子育て支援
　上乗せサービスr
（延長保育・乳児保育等）
横出じサービス
（一日寺｛呆育・土也
域子育て支援セ
ンター等）
育て支援ということができるが、特にそれぞれ
の焦点にしぼってみると、①従来の保育サービ
1ス部分のみを指した捉え方、②従来の保育サー
ビス部分＋上乗せサービス、③従来の保育サー
ビス部分＋横出しサービス、という3つの見方
が可能となり、一言で保育サービスにおける子
育て支援といっても、どの部分を指しているの
かによって捉え方が違ってくる。
　この捉え方は、保育サービスに限らない子育
そ支援そのものが示す内容にもつながる。従来
の子育て支援の取り組みに対し、基本となる部
分に加えて、上乗せ部分と横出し都分への展開
がなされてきた。この二つの方向性が表れてき
た背景には、少子化の進行と親育ち支援の必要
性、がある。その二つの方向性それぞれに対し、
子育て支援という表現で展開がなされてきたと
いえ’る。
第2章　「少子化対策」としての子育て支援
従来の保育サービス
＊山縣、「現代保育論」、ミネルヴァ書房、2002年10月、158
頁を参照に筆者作成。
1．背　景
　子育て支援の上乗せ部分にあたる「少子化対
策」としての子育て支援は、「いかに子育てと
仕事の両立を可能とするか」を目的としている。
そのための制度やサービスをいかに充実させて
いくかである。この中心となるのは、保育サー
ビスである。従来、就労支援としてサービスが
展開されてきたが、保育所によるサービス提供
の対象となるのは、「保育に欠ける」児童であ
り、親が仕事をしているために子どもを養育す
ることができない状態にある子一どもであった。
これは今も変わらない。しかし、今日では、親
の就労を積極的に支援する背景に、少子化の進
行が挙げられる。
　少子化を示す数値として頻繁に用いられるの
が合計特殊出生率である。2001年では1．33であ
り、一入口置換水準（人ロが増えも滅りもしない
状態を維持する）の2．08を大きく下回っているe
このことは「親世代に対して子ども世代の人口
規模が65％程度しか再生産されない状態」と指
摘されており5）i将来の人口減少、労働力の低
下といった現象は必至の状聾である。合計特殊
出生率の低下には、結婚の変化と夫婦出生率の
二つの要因があると言われているφ。一つ目¢i
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結婚の変化であるが、1975年と1995年の年齢別
有配偶率を見ると、20歳代と30歳代前半での有
配偶率が大きく低下している。この未婚化・晩
婚化が少子化に大きな影響を与えていることは
明らかであるが、もう一つの傾向として結婚後
の夫婦出生率の低下が明らかになってきた。高
橋重郷は、未婚化は確かに少子化に影響を与え
ているが、今日では緩やかになりつつあること
を摺摘している。それと比較し、新たな動向と
して1960年代以降に生まれた世代の夫婦出生行
動に大きな変化が見られることを指摘してい
る。この世代以前の夫婦は、結婚すればおよそ
2人前後の子どもを産むと考えられていた。結
婚後の出生数は安定していたと思われる。しか
し、1960年代以降の出生世代は、子どもを産ま
ないまたは産んでも少ないといった現象が起こ
っており、「夫婦自ら結婚後の出生行動を変化
させ始めており、今後の少子化現象が一層進行
する可能性を意味している」7，と警告している。
我が国は「出生の98％強が法的婚姻関係にある
カップルから発生する社会」8】であり、夫婦か
ら子どもが生まれないことによる影響は罪常に
大きい。
　この夫婦出生力低下を「少子化現象の新たな
局面」として捉え、夫婦の出生行動を支援する
必要性が高まっている。また、夫婦出生力の低
下は、女性の社会進出がもたらしていることを
指摘している。・L・生同じ職業についている女性
の出生率は、非一貫就業の女性と比較すると，r
出生率も低く、なおかつ子どものいない夫婦も
多い9）。この現象は、働きながら、子どもを生
み育てることが困難であることを意味してお
り、働くことで出産が先に延ばされ、結局産ま
ないということになるか、子どもを産んでも一
人、といった状況を生み出している。また、結
婚をし、出産、子育てするには「出産と手育て
を就業からの引退によって実現している」1°1と
指摘されている。仕事か子育ての選択を余儀な
くされている現状は、結果的に仕事を選択する
女性の増加へとつながり、子育てをあきらめる
こととなっている。高橋は、超高齢社会への対
応のためにも、働きながら子育てのできる環境
を整える必要性を強調している。
　このように、少子化対策としての子育て支援
は、具体的なサービスとして見ると、決して新
しいものではないが、「保育に欠ける」という
状態から、「少子化対策」という現代社会の現
象に後押しされて、新たな局面を必要としてい
る。
2．具体的取り組み’
　仕事と子育ての両立は、個人的な努力だけで
は達成できなU㌔安心して働くことのできる環
境と子育てをする時間の確保の二つが大きな要
因となる。そのため、具体的な取り組みとして
は制度施策的なものとなる。ここでは、3つの
施策展開を捉える。
1）「少子化対策推進基本方針」
　1999年12月に「少子化対策推進関係閣僚会議」
において策定されたものである。
　この基本方針を策定する目的として、少子化
による社会的な現象と与える影響が懸念される
ことから、急速な少子化への対応の必要性があ
る。ここでは、少子化の原因として、晩婚化の
進行等による未婚率の上昇をあげており、その
背景には、①結婚に関するi識の変化、②固定
的な性別役割分業を前提とした職場優先の企業
風土、③核家族化や都市化の進行等による仕事
と子育ての両立の負担感が増大、④子育てその
ものの負担感が増大、を挙げている。また、昭
和50年代前半以降、夫婦の平均出生児数は平均
理想子どもの数よりも少なく、ほぼ一定の開き
があるまま推移してきていることを指摘してお
り、こうした仕事と子育ての両立の負担感が、
その要因の一つとなっているものと考えてい
る。
　この少子化対策の推進に当たっては、次のよ
うな基本的視点に立つことが適当としており・
①結婚や出産は、当事者の自由な選択に委ねら
れるべきものであること、②男女共同参画社会
の形成や、次代を担う子どもが心身ともに健や
かに育つことができる社会づくりを旨とするこ
と、③社会全体の取組みとして、国民的な理解
と広がりをもって子育て家庭を支援すること、
が挙げられている。
　基本的な施策としては、①固定的な性別役割
分業や職場優先の企業風土の是正、②仕事と子
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育ての両立のための扁用環境の整備、③安心し
て子どもを産み、ゆとりをもって健やかに育て
るための家庭や地域の環境づくり、④利用者の
多様な需要に対応した保育サービスの整備、⑤
子どもが夢を持ってのびのびと生活できる教育
の推進、⑥子育てを支援する住宅の普及など生
活環境の整備、の6分野が挙げられている。少
子化対策の子育て支援として、この6分野が含
まれるといえる。
2）「新エンゼルプラン」
　1999年12月に「重点的に推進すべき少子化対
策の具体的実施計画について」という正式名称
で公表された。子育て支援については、1994年
に出された「今後の子育て支援のための施策の
基本的方向について」（いわゆるエンゼルプラ
ン）及び「当面の緊急保育対策等を推進するた
めの基本的考え方」に基づいて施策展開がなさ
れていたが、前述の「少子化対策推進基本方針」
の具体的実施計画として策定された。当時の大
蔵省、文都省、厚生省、労働省、自治省の6大
臣合意に基づくものである。
　主な内容として、①保育サービス等子育て支
援サービスの充実、②仕事と子育ての両立のた
めの雇用環境の整備、③働き方についての固定
的な性別役割分業や職場優先の企業風土の是
正、④母子保健医療体制の整備、⑤地域で子ど
もを育てる教育環境の整備、⑥子どもたちがの
びのび育つ教育環境の実現、⑦教育に伴う経済
的負担の軽減、⑧住まいづくりやまちづくりに
よる子育ての支援、の8つの柱が掲げられてい
る。1各具体的項目における目標値及び2001年度
の進捗状況については、表1のとおりであるが、
この目標が達成されると、O～2歳児全体の約
22－－23％の子どもが保育所に通い、2か所のう
ち1か所の保育所で延長保育が行われることに
なるm。　　　　　　　　　　　　　　　　一
　この新エンゼルプランの内容は、エンゼルプ
ランを引き継ぐというよりむしろ、緊急保育対
策等5か年事業を拡充・発達させたものと捉え
ることができる12）。この事業が、保育や母子保
健などのサービスに限定されていたのに対し、
新エンゼルプランは、それ以外の分野において
も可能な限り整備目標を掲げているのが特徴で
ある。急速に進行する少子化に歯止めをかける
には、保育・保健サービスだけでは不十分であ
ること、特に家庭よりも仕事を優先させるよう
な企業瓜土の是正や性別役割分業といったこと
への対応が必要なことが認識されたということ
ができる。少子化対策としての子育て支援が保
育サービスにどどまらない展開を表してきてい
る。
3）「少子化対策プラスワン」
　2002年9月に厚生労働省が公表した、今まで
取り組んできた少子化対策をさらに充実させる
ことを目的とした提案である。厚生労働大臣主
宰の少子化社会を考える懇談会が「中間とりま
とめ一子どもを育てたい、育てて良かったと思
える社会をつくる一」で公表した4つのアピー
ルと10のアク．ションの提起を受けて作成され
た。　　　　　　　　L
　政府としてはこれまで前述した3つの施策を
基に、子育ての負担を軽減し、子どもを産みた
い人が産めるようにするための環境整備に力点
を置いて、少子化対策を実施してきた。その一
方で、2002年1月に発表された「日本の将来推
計人口」の結果から、少子化の主たる要因であ
った晩婚化に加えて「夫婦の出生力そのものの
低下］という新しい現象が見られ、このままで
は少子化は今後一一層進展すると予測された。こ
の少子化の流れを変えるためには、従来の取り
組みに加えて、、もう一段の少子化対策を取り組
む必要が生じてきた。具体的には、これまでの
取り組みが、子育てと仕事の両立支援の観点か
ら、特に保育施策を中心としたものであったが、
子育て家庭の視点から見た、より均衡のとれた
取り組みを着実に進めていくことを必要として
おり、保育施策に加えて、①男性を含めた働き
方の見直し、②地域における子育て支援、③社
会保障における次世代支援、④子どもの社会性
の向上や自立の促進、といった4つの柱に従っ
て、総合的な取り組みを実施し、「子どもがい
きいきと育つ社会」、「国民それぞれが多様な生
き方を選択できる社会」の実現を期待している
（図2）。
　これらの取り組みにつPて、対策の推進方法
を国、地方、そして企業がそれぞれの役割を担
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袈1　新エンゼルプランの目標値と進捗状況
平成12年度 平成惚年度 平成14年度 目　標値
（59．3万人） （62．4万人崇1）
低年齢児受入れの拡大 59。8万人 61」3万人 64．4万人 16年度 68万人
（8ρ52ヶ所｝ （9，431万人）
延長保育の推進 B、OOOケ所 9，000ケ所 101000ケ所 佑年度 10．000ヶ所
（152ケ所〉 ｛271ケ所｝休日保育の推進 100ケ所 200ケ所 450ヶ所 16年度 500市町村
（132市町村） （206市町村）乳幼児健康支援一時預か
閧ﾌ推進 200市町村 275市町村 350市町村 16年度 500市町村
（333ケ所） （291ケ所｝
305ケ所 298ケ所 268ケ所 16年度までに 2ρOOケ所
多機能保育所等の整備 ［11’捕正88ヶ所］ ｛12補正88ヶ所］ ［13’依補正83ヶ鮒
113’2次緬正76ヶ所］
計393ヶ所 累計779ヶ所累計1206ヶ所
（1，376ケ所） （1，791ヶ所）地域子育て支援センター
ﾌ整備 1、800ヶ所 2、100ケ所 21400ケ所 16年度 3ρ00年度
（1，700ケ所） ｛3ρ6臼ケ所）
一時保育の推進 1、800ヶ所 21500ケ所 3，500ケ所 16年度 3．000ケ所
（116ケ所） （193ケ所）ファミリー・サポート・
Zンターの整備 82ヶ所 182ヶ所 286ヶ所 16年度 180ケ所
（91401ケ所） 〔9β73ケ所）
放課後児童クラツ’の推進 9．500ケ所 101000ケ所 1α800ケ莇 16年度 11，500ケ所
（39都道府県） （43都道府県）フレーフレー・テレフォ
梼幕ﾆの整備 39都道府県 43都道府県 47都道府県 16年度 47都道府県
（24都道府県） （33都道府県）再就職希望登録者支援事
ﾆの整備 24都道府県 33都道府県 47都道府県 i6年度 47都道府県
｛14都道府県） （16都道府県）周産期医療ネットワーク
ﾌ整備 13都道府県 20都道府県 2ε都道府県 16年度 47都道府県
〔51地区） （74地区）
小児救急医療支援事業の
юi 240地区 240地区 300地区 13年度 360地区（2次医療圏〉
（18ケ所） （24ケ所）不妊専門相談センターの
ｮ備 24ヶ所 30ケ所 36ケ所 16年度 47ヶ所
く725ヶ所） （983ケ所）子どもセンターの全国展
J灘 730ケ所 1，894ケ所 一 1ρ00ヶ所程度
G．606ケ所） （1β94ケ所）
子ども放送局の推進紹 5，000ケ所
（21都道府県） （14都道府県）子ども24時間電話相談の
юi 31都道府県 31都道府県 15都道府県 47都道府県
（35都道府県） （25都道府県）家庭教育24時間電話相談
ﾌ推進 32都道府県 31都道府県 12都道府県 47都道府県
（144校） く163校）
総合学科の設蟹促進粕　　　　　　一
当面 5000校
｛17校） （51較） （73校）中高一一貫軟育校の設置促
i総 当面 500校
（8，467校） 12年度までに 34校程度「心の教室」カウンセリン
O・ルームの整備輯 一 一
（注）
1．平成12t　13年度の上段（　）が実績、下段が予算。
2．待機児童ゼロ作戦を推進するたぬ、14年度においては、保育所の受入れ児童数を4、8万人増加させることとしている。
3，多捜能保育所等の整備の16年度目標値累誰ρ。。か所については、少子化対策臨時特例交付金による計画数39。か所を含むe
4，il　1低年齢児受入れの拡大の13年度実績については、14年1月分までの実績による推計値。
5．・X2子どもセンターの全国展開の目標値については、　tl年廣から13年度までの「全国子どもプラン（騒急3ヵ年戦1晧）」におい
　て策定e13年度で新規の設置は終了。
6．　X・3子ども放送局の推進、総合学科の設置促進及び中高一貫教育校の設置促進については、実禎のみ記載。
7．巌4「心の教到カウンセリング・ルームの整備については、12年度実績のみ記載。13年度以降は市町村の整備計画に応じて
　整備。
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いながら推進していくこととしている（図3）。
さらに、少子化社会を考える懇談会が申間まと
めで示した、少子化社会への対応を進める際の
留意点として、①子どもにとって幸せの視点で、
②産む塵まないは個人の避択、③多様な家庭の
形態や生き方に配慮、という3つを確認してい
る。
　従来の取り組みをさらに進める形で、新たな
悲本的取り組みも掲げられているが、今度これ
らのどのように実現していくことが可能なのか
が課題となっていくだろう。特に子育て支援の
充実として、男性の働き方にまで踏み込むこと
の必要性が指摘された。すでに2003年度予算の
概算要求を行っている内容もあり、今後予算編
成において検討されることとなっている。
第2章　「親育ち支援」としての子育て支援
1．背景
　もう一つの子育て支援の横出し部分は、「親
が子育てをすることへの支援」である。山縣は
このことを1「親育ち」と言い表しており、「子
育てをする親をf育てる』という視点が必要」
としている13｝。核家族化、都市化、といった現
代社会の特徴は、子どもを育てる環境をも大き
く変えてしまった。子どもの育て方を伝えるこ
図2　「少子化対策プラスワン」の基本的考え方
男性を含めた　　地域における　　社会保障における　　子供の社会性の
髄き方の見直し　　子育て支援　　　　次世代支援　　　向上や自立の促進
少子化対策プラスワン
新エンゼルワン（平成11年12月）
少子化対策推進基本方針（平成ll年12月）
待機児童ゼロ作戦
　崇仕事と子育ての
　両立支根等の方針
X厚生労働省f少子化対策プラスワン｛要点）」より、2002年9月。
図3　「少子化対策プラスワン」の今後の推進方策
今後の推進方策
Q少子化対策の具体的検討を存うために「少子化対策推進本部」を厚生労働相に設置する。
○少子化対策をもう．一段推進し、対策の基本的な枠組みや、
ﾁに「働き方の見直し」等直ちに着手すべき課題について、
ｧ法措置を視野に入れて検討を行い、年末までに結論を得る。
O地方公共団体における行動計画の策定等
○推進委員会の設置や行動計画の策定（※）
（盗）　「多様就業型ワークシエアリング」も裡野にi入れるe
X出典図2と同じ
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とも少なくなり、相談できる相手も身近な存在
ではなくなってしまった。地域社会から孤立し
てしまっていることも多く、子どもを抱えた母
親たちの姿がさまざまな形でクローズァップさ
れるようになってきた。女性という性は、子ど
もを育てることができる性と捷えられていたの
が、当たり前ではなくなってきている。そのこ
とが最も望ましくない形で表れてくるのが、子
どもへの虐待である。年々増加し続けている子
どもの虐待に関する相談数は、子どもを育てる
ということがわからない、その大変さを受け止
めてもらうことのできない母親たちの多さを示
しているようにも思える。この「親育ち支援」
の必要性について、子どもの育ちと親の育ちに
ついて指摘されることがある。汐見稔幸は、子
どもに関わる保育士や医師、保健師といったさ
まざまな専門職が子どもについて学んでいるの
に、子育ての申心となる親だけが、子どもにつ
いて、子育てについて何も学ばずにいる状態を
指摘しており14）、「親は子育ての初心者である」
としている。初心者である親が十分な社会の期
待に応えることのできるような子育てができる
ということ自体無理があり、何らかの支援が必
要であることを示している。山縣は、この「親
育ち］の必要性を、親が持つ3つの側面から示
している15）。人問の親には、生物的次元、社会
的次元、心理的次元の3つの側面があり、生物
的次元としての親が第三者と代わることができ
ないことに対し、社会的次元の親と心理的次元
の親は第三者が取って代わることができるこ
と、親がこの二つの側面について適切な育ちを
行うことができない場合には、代替や補完が可
能であることを指摘している。つまり、親が親
として子どもの成長発達に応じた子育てができ
るように、親として機能することが困難な場合
には、代替や：補完といった支援体制が必要なこ
とを示している。このことを、「現代社会の親
は社会的早産ともいうべき存在であり、『親に
なる』プロセスへの援助が必要1ifi｝としている。
親は生物的次元だけで親となるわけではない。
社会的次元と心理的次元としての親の側面もあ
って、初めて親という存在になる。子どもを育
てる、ということによって、親もまた親として
育っていくことが必要なのである。また、親が
親として子育てに関わっていくためには、社会
の支援だけでなく、「親自身の努力」も必要で
ある。親が親として育つためには、子育てにつ
いての情報に振り回されるのではなく、情報を
理解し、それを使う立場になることである。
　いずれにしても、こういった母親たちを支援
し、「子育て」をしながら、「親育ち」していく
支援として、サービスを提供していくことが求
められている。
　この「親育ち」支援としての子育て支援は、
保育所がその役割を果たすことを期待されてい
る。2000年4月より改訂保育所保育指針が施行
されており、総則に保育所の新しい機能として
「地域子育て支援」（乳幼児などの保膏に関する
相談・助言を行うこと等）の役割を果たすこと
が明記された。従来果たしてきた保育サービス
の中で子育てに対する生きた知識を蓄積してき
た保育所がその役割を担うことが、社会の期待
として高まってきたのである。具体的取り組み
として取り上げ』る地域子育て支援センタV・一一もそ
の一つといえる。
2．具体的取り組み～地域子育て支援センター一…tV
　地域子育て支援センター事業は、保育所の実
施する特別保育事業の一つとして位置づけられ
ている。保育所が従来対象としてきた子どもや
保護者以外の地域で子育てをする子育て家庭を
対象としている。
　地域子育て支援センター事業は、1993年に
「保育所地域子育てモデル事業」として創設さ
れ、1995年度からエンゼルプランの中で現在の
名称となった。事業の目的として、「地域全体
での子育てを支援する基盤の形成を図るため、
子育て家庭の支援活動の企画、調整、実施を担
当する職員を配置し、子育て家庭等に対する育
児不安等についての相談指導、子育てサークル
等への支援、地域の保育需要に応じた特別保育
事業の積極的な実施・普及促進及びベビーシッ
ターなどの地域の保育資源の情報提供等、並び
に家庭的保育を行う者への支援などを実施する
ことにより、地域の子育て家庭に対する育児支
援を行うこと」とされている。実施主体は市町
村であり、保育所等への委託が頁∫能としている。
当初は保育所のみが市町村による指定対象とさ
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れていたが、1994年度から乳児院及び母子生活
支援施設も対象となっている。
　具体的な実施内寄としては、①育児不安等に
ついての相談指鱒、②子育てサークル等の育
成・支援、③特別保育事業等の秋極的実施・普
及促進の努力、④ベビーシッターなど地域の保
育資源の情報提供等、⑤家庭的保育を行う者へ
の支援、を行っている。地域子育て支援センタ
ーとして認定を受けるには、この5つより3つ
以上の事業を実施することが求められている。
なお、1998年より小規模型指定施設が認められ
るようになったが、その場合は2つの事業を実
施することとされている。2001年度では、全国
で1，791か所の保育所で取り組まれている。保
育所全体の8．1％しか実施されておらず、2003
年度保育対策関係予算概算要求でも、地域子育
て支援センターの整備が掲げられている。また、
地域子育て支援センター問の連絡調整や虐待、
非行等に関する相談等を行う基幹型センターを
整備し、一層の充実を図ることとされている。
　ここでは、2001年4月に大阪市立大学生活科
学部社会福祉学研究室がまとめた『地域子育て
支援センターの運営に関する全国調査報告書』
から、地域子育て支援センターが行っている取
り組み及び今後強化したい子育て支援の内容を
把握する。
　活動の内容としては、図4のとおりである。
子育て相談はほとんどの支援センターで実施さ
れており、親が子育てを行う上で出てくる様々
な相談に応じていることがわかる。また、母i親
サークル、情報提供といった子育てをする親自
身が積極的に子育てに参加し、また交流する機
会を作り出すことにも力を入れている。
　また、地域子育て支援センターにおいて強化
すべき活動目的は、特別保育事業を基礎に地域
すべての子どもたちの育ちを直接、間接に支援
するところにあり、このようなことをイメージ
する目標を12項目掲げ、それらを必要と思うか
どうかを尋ねている（表2）。強化すべき内容
として、「親同士の出会いの場」、「子育ての楽
しさを知ってもらう場」、「子育てに関する親同
士の情報交換の場」、「親への育児方法の提供」、
「親と子のふれあいの場」など、親の子育て能
力に直接働きかけるものが多くなっている。
　横出し部分としての子育て支援を担っている
地域子育て支援センターの取り組みは、子育て
支援の内容を意味するものと考えられる。上乗
せ部分の子育て支援とは違って、親が親として
育つこと、親としての力を持つように働きかけ
ていくことに焦点が当てられていることがわか
る。
おわりに　～「子育て支援」の示す内容～
　「子育て支援」という言葉を二つの側面から
取り上げてきた。この言葉がごく自然に使われ
るようになってきた背景には、少子化対策を緊
急の課題として積極的に取り組まなければなら
なくなった社会情勢と、今まで当然として行わ
れてきた子育てが、大人になればあるいは女性
であれば、誰もができることである、という認
識が崩壊してきたという二つの要因があるだろ
う。それぞれの要因に基づいて、「子育て支援」
という言葉も二つの側面を持ち合わせているの
である。第一章で挙げた保育サービスからみた
「子育て支援」の捉え方を、保育サービスに限
定しない「子育て支援」として可能なサービス
を加えてみると、図5のようになる。
　上乗せ部分の「子育て支援」では、まず、出
産年齢層が出産できるような環境づくりが「子
育て支援」へとつながる。保育サー一ビスの充実
もさることながら、夫婦が親になる（子育てを
する）権利を保障するという視点での「子育て
支援」が求められる。「少子化対策プラスワン」
での報告を受けて、今後の子育て支援として、
図5　「子育て支援」の捉え方
上乗せサービス（男女共に子
育てできる体制づくり、より
充実した保育サービス、社会
保障としての子育て支援等）
従来の子育て支援（保育施策
等の充実など）
横出しサービス
（子育てのでき
る地域社会づく
り、身近な相談
機関・情報提供
機関の充実、家
事支援等）
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「子育て支援」の二つの側面　～「少子化対策」と「親育ち」～
　　　　　図4　地域子育て支援センターの活動
　0　　　　　　　20　　　　　　　40　　　　　　　60
　　　　　　　　育児相談
　　　　　　子育て講演会
　　　　　　　母親サークル
育児関連サービスの情報提供
　　　　異年齢集団での遊び
　　　　　　　子育て座談会
　障害児と健常児の交流活動
　　　　　　　　　公開保育
　　　　　　　　母親教室
　　支援ボランティアの育成
　　休日等における園庭開放
　　　　子どもクラブの活動
　　　　　　　日・祝日保育
80
）??（??
※大阪市立大学生活科学部社会福祉学研究室、「地域子育て支援センターの運営に関する全国調査報告書」、2001年4月より著者作成。
　　　　　　　　　　表2地域子育て支援センターにおいて強化すべき活動目的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）
必要だと
vう
まあ必要
ｾと思う
あまり必
vでない
必要でな
｢
親同士の出会いの場 92．5 Z5 0．0 0．0
子育ての楽しさを知ってもらう場 91．7 7．1 0．8 0．0
子育てに関する親同士の情報交換の場 91．0 8．6 0．4 0．0
親への育児方法の提供 89．5 9．0 1．5 0．0
親と子のふれあいの場 85．7 1．2 0．8 0．4
子どもの遊び場づくり 72．9 22．9 2．3 1．9
育児リフレッシュ 66．5 2Z8 3．8 1．9
子どもの仲間づくり 62．8 29．3 5．6 2．3
子どもの発達 58．3 28．9 6．0 6．4
子どもの参加支援 45．9 32．0 10．9 11．3
親の生き方支援 45．1 42．1 8．3 ∠L1
子どもの意見交換 29．3 38．3 14．3 1ス7
※出典、図4と同じ、4頁。
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①男性を含む働き方を変えること、②育児支援
サービスの充実、③育児支援を社会保障の柱に
据え、育児の社会化を進めること、の3点が指
摘されている17）。
　また、横出し部分の「子育て支援」について
は、今後家事援助等も含めた「子育て支援」が
求められていくだろう。特に子どもへの虐待事
例などでは、親の育ちを手助けするその一つの
サービスとして、家事援助も必要である、とい
う声が挙がっている。いずれにしても、上乗せ、
横出しの双方において、子育て支援の取り組み
はさらに広がりを見せると思われるが、今日で
は、横出し部分の「子育て支援」へと重点がシ
フトしつつある。その広がりの中で「子育て支
援」が示す内容も変化していくと思われる。
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